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１ 職員給与関係 

令和８年職員給与等実態調査の概要 

 

（１）調査の目的と時期  
この調査は、本市職員の給与等の実態を把握するため、令和８年４

月１日現在における職員の給与等について調査したものである。  
 

（２）調査の対象  
本市に勤務する一般職の職員を対象とした。ただし、次に掲げる職

員は調査から除外した。（調査実人員 7,275 人） 

ア 労務職員 

イ 企業職員 

ウ 会計年度任用職員 

エ 臨時的任用職員 

オ 休職中の職員 

カ 育児休業中の職員 

キ 育児短時間勤務の職員 

ク 在籍専従の許可を受けている職員 

ケ 派遣されている職員 

コ 再任用職員 

サ 任期付職員 

シ 自己啓発等休業中の職員 

ス 配偶者同行休業中の職員 

セ 大学院修学休業中の職員 

ソ 定年が段階的に引き上げられることに伴い、静岡市職員の給与に 

関する条例附則第 33 項により給料月額が決定される職員 

 

（３）分類 

集計に当たっては、上記対象職員を給料表の種類により分類した。

その分類は次のとおりである。 

給 料 表  適  用  職  員  

行政職給料表  他の給料表の適用を受けないすべての職員  
医療職給料表

（１）  
病院、診療所、保健所等に勤務する医師及び歯科

医師  

医療職給料表

（２）  

病院、診療所、保健所、環境保健研究所等に勤務

する獣医師、薬剤師、栄養士、診療放射線技師、

臨床検査技師等  

医療職給料表

（３）  

病院、診療所、保健所、保健福祉センター等に勤

務する保健師、助産師、看護師、准看護師及び看

護教師等  
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給 料 表  適  用  職  員  

保育教諭給料表  
こども園、待機児童園、こども園運営課等に勤務

する保育教諭  

高等学校等  
教育職給料表  

高等学校に勤務する校長、副校長、教頭、教諭、

養護教諭、助教諭、養護助教諭、講師及び実習助

手並びに管理主事、指導主事及び社会教育主事  

小学校中学校  
教育職給料表  

小学校及び中学校に勤務する校長、教頭、主幹教

諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭、養護助

教諭及び講師  
小学校中学校  
行政職給料表  

小学校及び中学校に勤務する事務職員  

小学校中学校  
医療職給料表  

小学校及び中学校に勤務する栄養士  

 

（４）調査事項 

年齢、性別、学歴、経験年数、適用給料表及び級号給、扶養親族数、

住居手当の支給区分、通勤手当の支給区分、管理職手当の支給区分、

給与額等について調査した。 

（注）給料月額については、一部経過措置に伴う差額を含む。 

    

（５）集計 

この調査の集計に当たっては、総務局人事課及び教育委員会事務局

教育局教職員課の協力を得た。 
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第 11 表 民間における初任給の改定状況 

（単位：％） 

 

採用あり 

 

採用なし 初任給の改定状況 

増  額 据 置 き 減  額 

大 学 卒 44.4 (74.2) (25.8) (0.0) 55.6 

高 校 卒 14.7 (87.1) (12.9) (0.0) 85.3 

（注）１ 事務員と技術者のみを対象としたものである。 

２ （ ）内は、採用がある事業所を100とした割合である。 

 

 

第 12 表 民間における国内異動に係る手当等の支給状況 

（１）転勤をした者に対する手当等の支給状況 

（単位：％） 

転勤に伴い 

手当等を支給 

する 

    
転勤に伴い 

手当等を支給 

しない 

支給方法 

一時金 一時金以外 

88.3 78.1 72.9 11.7 

（注）１ 手当等には、赴任時に生じる引っ越し費用、交通費及び宿泊費を含まない。 

   ２ 支給方法は、転勤に伴い手当等を支給する事業所を100とした割合である（複数回答）。 

 

 

（２）転勤をした者に対する帰宅費用の支給状況 

 

帰宅費用を 

支給する 

      

帰宅費用を 

支給しない 
年間支給回数 

１～11回 12回 13～23回 24回 25回以上 平均 

％ ％ ％ ％ ％ ％ 回 ％ 

81.9 (10.1) (31.1) (5.7) (33.8) (19.3) 19.8 18.1 

（注）１ 帰宅費用の支給の有無は、転勤に伴い手当等を支給する事業所を100とした割合である。 

   ２ 年間支給回数は、転勤に伴い手当等を支給し、異動前の居住地への帰宅費用を支給す

る事業所の状況であり、（ ）内は当該事業所を100とした割合である。 
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第 13 表 民間における住宅手当の支給状況 

 

支給の有無 事業所割合 

支   給 60.1％ 

非 支 給 39.9％ 

借家・借間居住者に対する住宅 

手当月額の最高支給額の中位階層 
30,000円以上31,000円未満 

（注）中位階層とは、手当月額の平均値ではなく、個々のデータの分布の中央に位置する階層

のことである。 

 

 

第 14 表 民間における冬季賞与の考課査定分の配分状況 

（単位：％） 

 一定率（額）分 考課査定分 

係 員 58.9 41.1 

課 長 級 50.6 49.4 

部長級（非役員） 47.5 52.5 
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３ その他 

第 15 表 公民比較における役職の対応関係 

 

市職員（行政職） 民間企業従業員 

区 分 級 
企業規模500人以上 

の事業所 

企業規模100人以上 

500人未満の事業所 

局 長 ９級 
支店長、工場長、 

部長、部次長 
 

局次長 

部 長 
８級 

課 長 
支店長、工場長、 

部長、部次長 
参 与 ７級 

課 長 ６級 

課長代理 課 長 

課長補佐 ５級 

係 長 ４級 

係 長 

課長代理 

主 査 ３級 係 長 

主任主事 

主任技師 
２級 主 任 主 任 

主  事 

技 師 
１級 係 員 係 員 
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